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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第49期 

第１四半期連結 
累計期間 

第50期 
第１四半期連結 

累計期間 
第49期 

会計期間 
自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日 

自 平成30年４月１日 
至 平成30年６月30日 

自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 

売上高 （千円） 708,129 1,343,863 3,164,562 

経常利益 （千円） 125,020 132,086 404,777 

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益 
（千円） 121,705 2,888,512 499,786 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 121,613 2,888,463 499,570 

純資産額 （千円） 2,525,366 5,791,621 2,903,188 

総資産額 （千円） 14,279,544 15,722,886 15,799,285 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 38.67 917.84 158.81 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当 

期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 17.7 36.8 18.4 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４ 当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、前年度に引き続き、インバウンドの増加や、地価の上昇も相

まって企業収益や雇用・所得環境が改善し、個人消費や設備投資の持ち直しが継続するなど、緩やかな回復基調で

推移しました。国外においては米中経済の堅調が日本や欧州、新興国に波及し、世界経済は回復ペースを速めてい

るものの、地政学的リスクの顕在化、今後の貿易摩擦問題など、海外経済の行方は不透明な状況にあります。 

 当不動産業界におきましては、新築マンション市場の契約率は比較的堅調を維持しておりますが、近畿圏では平

米単価及び販売価格は若干低下傾向にあります。また、中古マンション市場においても、新規登録件数の増加、成

約価格の上昇が続いており、成約件数の減少による在庫の余剰感があるものの、近畿圏の中古マンション市場は安

定しております。一方、賃貸オフィスビル市場は、大阪主要エリアでの空室率は３％台前半を維持しつつ、平均賃

料は連続して上昇するなど、オフィス需要は堅調に推移しております。 

 このような状況のもと、当社グループは、当社の不動産賃貸事業主力物件であった東神戸センタービルの評価額

が最高水準の位置づけにあることを踏まえ、同ビルを売却し、その売却益により会計上の累積損失を一掃して自己

資本を大幅に増強することで、財務体質の抜本的な改善による強固な財務基盤の構築を実現いたしました。また、

これにより得られる資金を借入金の返済に充当することでバランスシートをスリム化する一方、本物件譲渡に伴う

一時的な収益力低下に対応するため、新たな賃貸資産の取得に努めました。なお、各事業においては、以下のよう

な取り組みを行いました。 

 不動産賃貸事業においては、賃貸中区分所有物件を新たに取得するなど更なる賃貸収益の拡大に努めました。 

 販売代理・仲介事業においては、販売代理事業における新築分譲物件の新規受託を推進し、これまでの販売実績

を活かした速やかな販売活動を実施いたしました。また、仲介事業においては、営業店舗網の強化として昨年、新

規出店した神戸三宮店を軌道に乗せ、阪神間における当社グループのマーケットシェアをさらに高めてまいりまし

た。 

 不動産管理事業においては、仲介事業の取扱件数拡大に繋げるべく、賃貸管理戸数の増加を推進し、安定的な収

益の確保と今後の取引機会の獲得に注力いたしました。 

 不動産販売事業においては、買取再販事業を中心とした物件仕入れと売却の拡大を推進したことにより、賃貸中

区分所有物件のストックも積み上がってきたため、販売への転換による売上拡大を目指しました。 

 不動産関連事業においては、政府の既存住宅流通・リフォーム市場の環境整備と住宅の再生を促進するという政

策に沿い、グループ内のリフォーム事業を伸ばすべく、他事業との連携を図ってまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高13億43百万円（前年同期比89.8％増）、営業利益１億45百万円

（前年同期比1.4％増）、経常利益１億32百万円（前年同期比5.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益28億

88百万円（前年同期は１億21百万円）となりました。

 

 セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

〔不動産賃貸事業〕 

不動産賃貸事業におきましては、新たに取得した賃貸事業用不動産による増収がある一方で、東神戸センタービ

ル（神戸市東灘区）等を売却したことによる減収があったことから、売上高は３億27百万円（前年同期比6.6％

減）、営業利益は１億34百万円（前年同期比12.4％減）となりました。 

〔販売代理・仲介事業〕 

販売代理・仲介事業におきましては、前年同期の取扱件数が多かった販売代理部門で減収となったことなどか

ら、売上高は１億72百万円（前年同期比24.7％減）、営業利益は19百万円（前年同期比72.7％減）となりました。 

〔不動産管理事業〕 

不動産管理事業におきましては、営業努力により管理物件が増加したことなどから、売上高は61百万円（前年同

期比9.1％増）、営業利益は２百万円（前年同期は０百万円）となりました。 

〔不動産販売事業〕 

不動産販売事業におきましては、売却戸数が増加し、かつ大型物件の売却があったことなどから、売上高は７億

47百万円（前年同期は43百万円）、営業利益は１億29百万円（前年同期は営業損失３百万円）となりました。 
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〔不動産関連事業〕 

不動産関連事業におきましては、リフォーム工事収入が増加したことなどから、売上高は34百万円（前年同期比

20.1％増）、営業利益は８百万円（前年同期比6.9％減）となりました。 

 

(2）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産残高は157億22百万円（前連結会計年度末比76百万円減）となりました。

流動資産は、東神戸センタービル（以下、同ビル）を売却したことによる現金及び預金の増加や兵庫県西宮市のマ

ンション１棟等を売却したことによる販売用不動産の減少等により、56億３百万円（同36億１百万円増）となりま

した。固定資産は、新規で賃貸事業用不動産として区分所有マンションを複数戸取得したものの、同ビルを売却し

たことから101億19百万円（同36億78百万円減）となりました。

負債につきましては、流動負債は、同ビル売却によって得た資金を短期借入金の一部返済に充てたこと、固定資

産売却益の計上によって未払法人税等が増加したこと等により94億70百万円（同４億20百万円増）となりました。

固定負債は、短期借入金と同様に長期借入金を返済したこと等により４億60百万円（同33億85百万円減）となりま

した。

また、純資産は親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により57億91百万円（同28億88百万円増）となり、そ

の結果、自己資本比率は36.8％（同18.4ポイント増）となり、財務体質は大きく改善しました。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１

四半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較

を行っております。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4）研究開発活動

 該当事項はありません。

 

(5）主要な設備

 当社は、平成30年５月29日開催の取締役会において、固定資産（東神戸センタービル）を譲渡することを決議

し、同日付で売買契約を締結して、同年６月22日に譲渡いたしました。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

 当社は、平成30年５月29日開催の取締役会において、財務体質の抜本的な改善を図るため、固定資産を譲渡する

ことを決議し、同日付で売買契約を締結して、同年６月22日に譲渡いたしました。 
 
契約の内容 

物件名 東神戸センタービル 

所在地 神戸市東灘区本山南町八丁目６番26 

用途 オフィスビル 

敷地面積 8,488.11㎡（一部借地含む） 

延床面積 25,740.46㎡ 

構造・規模 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根14階建 

譲渡価額 約70億円 

譲渡先名称 ＳＡハーバーブリッジファンド合同会社 

 具体的な譲渡価額及び帳簿価額につきましては、譲渡先との取り決めにより公表を差し控えさせていただきま

す。なお、譲渡価額は入札により決定した市場価格を反映した適正な価額となっております。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成30年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年８月２日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 3,151,300 3,151,300
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 3,151,300 3,151,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 3,151,300 － 3,405,000 － 405,000

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       4,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   3,140,800 31,408 －

単元未満株式 普通株式       6,300 － －

発行済株式総数 3,151,300 － －

総株主の議決権 － 31,408 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

アーバンライフ株式会社 
神戸市東灘区本山南

町八丁目６番26号
4,200 － 4,200 0.13

計 － 4,200 － 4,200 0.13

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,207,861 5,004,545 

受取手形及び売掛金 185,327 138,102 

販売用不動産 492,380 309,361 

その他 117,985 154,874 

貸倒引当金 △1,825 △3,531 

流動資産合計 2,001,730 5,603,353 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 6,181,163 4,997,186 

土地 6,817,033 4,403,452 

その他（純額） 38,100 26,097 

有形固定資産合計 13,036,297 9,426,736 

無形固定資産    

借地権 243,286 243,286 

その他 19,062 18,698 

無形固定資産合計 262,348 261,985 

投資その他の資産    

投資有価証券 199,580 199,509 

繰延税金資産 98,054 24,188 

その他 ※１ 201,273 ※１ 207,112 

投資その他の資産合計 498,909 430,811 

固定資産合計 13,797,555 10,119,532 

資産合計 15,799,285 15,722,886 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 88,533 53,222 

短期借入金 8,200,000 8,000,000 

未払法人税等 75,887 591,776 

前受金 312,989 202,482 

預り金 238,507 202,980 

賞与引当金 4,425 － 

その他 129,626 419,828 

流動負債合計 9,049,969 9,470,290 

固定負債    

長期借入金 3,100,000 － 

退職給付に係る負債 286,598 292,721 

その他 459,529 168,252 

固定負債合計 3,846,127 460,974 

負債合計 12,896,097 9,931,264 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,405,000 3,405,000 

資本剰余金 712,546 712,546 

利益剰余金 △1,206,869 1,681,642 

自己株式 △7,975 △8,005 

株主資本合計 2,902,701 5,791,183 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 486 437 

その他の包括利益累計額合計 486 437 

純資産合計 2,903,188 5,791,621 

負債純資産合計 15,799,285 15,722,886 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    (単位：千円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年６月30日) 

売上高 708,129 1,343,863 

売上原価 251,138 818,242 

売上総利益 456,990 525,620 

販売費及び一般管理費 313,260 379,877 

営業利益 143,730 145,743 

営業外収益    

受取利息 453 445 

受取賃貸料 296 2,346 

その他 61 2,833 

営業外収益合計 811 5,624 

営業外費用    

支払利息 18,645 18,525 

その他 875 756 

営業外費用合計 19,521 19,281 

経常利益 125,020 132,086 

特別利益    

固定資産売却益 17,748 3,490,879 

特別利益合計 17,748 3,490,879 

特別損失    

補助金返還損 － 99,455 

借入金繰上返済精算金 － 21,211 

会員権評価損 － 1,604 

特別損失合計 － 122,272 

税金等調整前四半期純利益 142,768 3,500,693 

法人税、住民税及び事業税 16,264 538,293 

法人税等調整額 4,799 73,887 

法人税等合計 21,063 612,180 

四半期純利益 121,705 2,888,512 

親会社株主に帰属する四半期純利益 121,705 2,888,512 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年６月30日) 

四半期純利益 121,705 2,888,512 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △92 △48 

その他の包括利益合計 △92 △48 

四半期包括利益 121,613 2,888,463 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 121,613 2,888,463 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理）

 該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成30年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成30年６月30日） 

投資その他の資産 

 その他（長期滞留債権） 
118千円 118千円 

 

２ 当社は、資金調達の機動性と安定性を高め、資金効率の向上、金融費用の軽減を図るため、親会社の株式会

社森トラスト・ホールディングスと貸出コミットメント契約を締結しております。この契約に基づく借入未実

行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

貸出コミットメント総額 7,650,000千円 7,650,000千円

借入実行残高 7,650,000 7,650,000

差引額 － －

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成30年４月１日
至  平成30年６月30日）

減価償却費 48,867千円 61,395千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１. 配当金支払額

 該当事項はありません。

 

２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

１. 配当金支払額

 該当事項はありません。

 

２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間 （自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)２   不動産賃貸 販売代理・

仲介 
不動産管理 不動産販売 不動産関連 計 

売上高                

外部顧客への売上高 350,877 229,161 55,948 43,194 28,946 708,129 － 708,129 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
2,005 2,695 7,491 － 10,494 22,686 △22,686 － 

計 352,882 231,856 63,440 43,194 39,440 730,815 △22,686 708,129 

セグメント利益又は損失

(△） 
153,937 70,083 63 △3,326 8,974 229,732 △86,002 143,730 

(注)１．セグメント利益又は損失の調整額△86,002千円には、セグメント間取引消去△3,520千円、各報告セグ

メントに帰属しない全社費用△82,482千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の一般管理

費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間 （自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)２   不動産賃貸 販売代理・

仲介 
不動産管理 不動産販売 不動産関連 計 

売上高                

外部顧客への売上高 327,720 172,587 61,031 747,759 34,764 1,343,863 － 1,343,863 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
1,696 13,186 8,163 － 14,860 37,905 △37,905 － 

計 329,416 185,773 69,195 747,759 49,624 1,381,768 △37,905 1,343,863 

セグメント利益 134,824 19,118 2,054 129,759 8,351 294,108 △148,365 145,743 

(注)１．セグメント利益の調整額△148,365千円には、セグメント間取引消去△10,270千円、各報告セグメント

に帰属しない全社費用△138,095千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の一般管理費で

あります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益 38円67銭 917円84銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 121,705 2,888,512

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
121,705 2,888,512

普通株式の期中平均株式数（株） 3,147,207 3,147,060

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 平成29年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月１日

アーバンライフ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員

  公認会計士 浅 井  愁 星  印

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員

  公認会計士 小 松 野  悟  印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアーバンライフ

株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日か

ら平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アーバンライフ株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成30年８月２日

【会社名】 アーバンライフ株式会社

【英訳名】 URBAN LIFE Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  許 斐 信 男

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 神戸市東灘区本山南町八丁目６番26号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番1号）

 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長許斐信男は、当社の第50期第１四半期（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 該当事項はありません。
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